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書いても分からぬ「一定の結論」

靴を買おうと市(いち)へ出かけたが、寸法書きを自宅に忘れた男がいた。メモを取りに戻って

から出直したら、既に店は閉まっていて、買い損ねてしまった。ある人が、どうして直接足を当

てて測らなかったのか、と問うた。｢書き物は信用できるが、体は信用できない（寧ろ度を信ずる

も自ら信ずる無き也）｣と男は答えた(有且置履者「韓非子」)。 

３月中旬には、今年になってから75日目を迎える。ついこの間、新年の誓いや抱負を語ったば

かりの人が、早速それを忘れる時期だ。それを忘れさせまいとすれば、書面による記録が重要に

なる。ただ、書き物による他者との同意や規約が優先される社会は融通が利かない。「自らの判

断」も書き物に依存しているので、褄合わせの書き物も登場する。日付や結論までが没論理的な

曖昧さで覆われた諸問題も、新たな「年度末」という仕切り直しが、次の75日を用意してくれる。 

勿論、そのための準備も必要だ。為政者は、年度末で期限が切れる多数の歳入関連法案の合法

的手当てに迫られる。生活者は、光明が見え始めた景気の仄明るさを遠くに感じたのも忘れて、

再び警戒的な消費生活に戻るかも知れない。企業経営者は、積極姿勢になった設備投資を凍結、

先送りか計画通りでの執行かの決断に迫られる。 

景気回復感は、不動産の価格と売買を刺激してきた。その動きは地域的な跛行性の高いものだ

った。温度差の違いは、ごく狭い領域、地域の中で生じた。これが、全体へ波及することなく失

速してしまうかも知れない。３月はそんな分岐点に立つ可能性がある。 

 

昨年で下げ止まってきた住宅地価格 

多くの国民にとって、最大の資産は住宅を主とした不動産だ。３月は、それを代

表する土地の価格が公表される。公示地価と呼ばれるこの値段は、１月１日時点で

の更地価格を示したもの

（国土交通省土地鑑定委員会

が評価した値段）で、資産の

価値の目安になる。 

大阪府の住宅地価格は、

昨年３月公表の公示地価

がプラス転換して下げ止

まった。その後、７月１

日を基準とした基準地価（国土利用計画法に基づく都道府県調査＝グラフでは公示地価と基

準地価を連続表示）では、商業地には及ばないものの上昇率を拡大させた。上昇率の
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個人宅地の時価総額は底を打って来た
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大阪の近似線

６ヵ月移動平均で表示している

件
は２月

高さは大阪市内、北大阪、大阪東部、南大阪の順で、バラつきがあった。 

不動産価格が持続的に上昇すれば、資産評価の膨張効果で消費の拡大に繋がるこ

とがある。問題は｢持続性｣だ。 

 

下げ止まり感を生んだ反騰 

大阪府の個人宅地価格は2005年の時価総額で44.72兆円。兵庫県は23.45兆円だっ

た。大阪の場合、住宅地の公示地価は2006年に1.9％下落したものの、昨年は同幅

を戻した。計算上では

9,050億円分が減少した

後、8,880億円分を戻し

た事になる。宅地所有者

にとっては、資産効果を

元に消費を拡大させる

ほどの変化ではなかっ

たかも知れない。 

ただ、住宅地価格の一

方的な下落に歯止めがかかってきた状況は、新たな住宅地への需要を刺激し、売買

の増加を生んだ。 

 

平均価格は反発、取引は減退 

一般に、どんな商品でも売買が活発になれば売買を通じて｢公正｣な価格が形成さ

れ、価格水準も安定し

てくる。土地の売買に

は、登記を伴う。この

登記件数の変化を見

ると、大阪府(大阪法務

局管内)では2005年に

急増(神戸法務局管内も

同様)したが、その後

は減少傾向にある。 

土地の登記件数は毎年２月に底を打ち、４、５月で峠を形成する。その、「底」
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空き面積が増え始めた大阪ビジネス地区
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既存・新築合計での空室率
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南森町

梅田 淀屋橋・本町

心斎橋・難波

船場

新大阪

大阪ビジネス地区平均

空室率は再び、地域間でバラつき始めた％

水準が４年連続で低下している。底を形成する２月の水準は前年の10月と同程度に

なることが多いが、これに当てはめると、今年はさらに減少する可能性がある。全

体平均の住宅地価格は下げ止まったものの、この動きが全域に共通したものではな

いことを示唆している。 

 

オフィスビルの空室率には地域跛行性 

2005年に個人宅地価格の変動に変化が生じてきた大阪では、この年の後半から事

務所ビルの空室率(三鬼商事調べ)も低下し始めた。景気回復による事業拡大意欲の高

まりが、事務所需要を底

上げしている格好だ。 

ただ、昨年後半まで一

貫して下げ続けてきた

大阪ビジネス地区（梅田、

淀屋橋・本町、船場、南森町、

心斎橋・難波、新大阪、江坂）

の空室率が再び上昇す

る気配を見せている。足

元の水準は名古屋市よりも低く、東京都心よりも高い。東京都心部の空室率は２％

台で大阪の半分以下。日本全体でも、特定都市圏内でも、跛行性が高い。 

 

梅田が人気の筆頭に 

空室率に見る大阪ビジネス地区の地域差は、人気地の局地化を生んでいる。５年前に

は最も空室率が低かった

南森町がいまでは中位。南

森町の後塵を拝していた

梅田が圧倒的な人気地区

になっている。淀屋橋・本

町地区の人気も高まって

いる。その分、心斎橋・難

波の人気が伸び悩んでい

るかのようだ。新大阪と船

場地区は、空室率で見る限り同様な動きを見せていて相対人気での変化は見られない。 
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広告上の求人件数は急調整に入った近畿

近畿(右目盛)

全国(左目盛)

万

件

万件

家賃の上昇地域は限定的だった 

地域差は、賃料を加味すれば一層はっきりする。空室率の低下局面でも、家賃が

低下していた地区があるからだ。見方によれば、空室率低下は家賃の低下に依存し

ていたとも言える。新大

阪、淀屋橋・本町、南森

町では５年前に比べて

家賃が低下している。梅

田、心斎橋・難波、船場

では家賃が上昇してい

る。とりわけ、梅田、心

斎橋・難波では空室率低

下の期間にも、緩やかに

家賃が上昇していた。事

務所ビルから見た不動産評価は、地域差を拡大させている。 

 

近畿では求人広告が急速に減少してきた 

賃料の局地性が高まってきたのは、全体的な景気見通しに自信が持てない状況が続

いていることを反映し

ている。固定費部分での

負担増に対する警戒感

は、人員の採用にも波及

し始めている。近畿圏で

の求人広告の掲載件数

（全国求人情報協会調べ＝

有・無料求人誌紙、折込、ウ

ェッブサイトの求人広告件

数）が減少し始めている

からだ。昨年末では、３年前の水準へ逆戻りした。 

こうした動きは、明快な判断材料が出てくるまで続くことになる。その手掛かりを

「一定」の形ででも得られることができるのか否かが３月の焦点だ。   （神保） 

 
本資料は、参考情報の提供を目的としたものです。有価証券の売買にかかわる助言・募集や、いかなる契約の締結や解約をも勧誘するものではありません。
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